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主な予定
Schedule

5月12日～14日

６月中旬

６月23日～29日

6月26日

6月26日

6月26日

6月

第13回APEC女性指導者ネットワーク（WLN）会合（ペルー）

男女共同参画白書公表

男女共同参画週間（主唱：男女共同参画推進本部）

男女共同参画社会づくりに向けての全国会議

男女共同参画社会づくり功労者表彰

女性のチャレンジ賞・支援賞・特別部門賞表彰

男女雇用機会均等月間（主唱：厚生労働省）

ご挨拶

　このたび男女共同参画推進に関する新しい月刊総合情報誌「共同参画」が
スタートすることとなりました。内閣府ではこれまで、政府の動きをお知ら
せする「男女共同参画推進本部ニュース」と、男女共同参画の重要テーマや
様々な取組についてお伝えする雑誌「共同参画21」を隔月で発行してきまし
た。しかし、さらにタイムリーで読みやすく、幅広い方々にご活用いただけ
るものにと考え、これらに替わる新たな月刊情報誌を創刊したものです。
　男女すべての個人が、喜びと責任を分かち合い、個性と能力を十分に発揮
できる男女共同参画社会の実現は、これからの社会経済の活力にとって重要
な鍵です。この情報誌を通じ、男女共同参画推進の輪が大きく広がることを
願っております。皆様のご愛読、ご支援をよろしくお願い申し上げます。

Greetings

Bando Kumiko

内閣府
男女共同参画
局長 
板東久美子
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「いのちにつながる仕事に就いて」
──男女共同参画は新しい時代のコンセプト──
上川陽子　内閣府特命担当大臣（少子化対策、男女共同参画）

世界のワーク・ライフ・バランス事情①／
渥美由喜（株式会社富士通総研主任研究員）

男女共同参画社会基本法の再評価を／
鹿嶋 敬（実践女子大学人間社会学部教授）
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仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）とは
「仕事と生活の調和元年」はじまる
～連続シンポジウム～

表紙イラストレーション／谷口広樹　ロゴデザイン、表紙、本文フォーマットデザイン／岡本一宣デザイン事務所

「女性の参画加速プログラム」の策定について

福岡県久留米市のDV対策における機関連携とワンストップサービス

「固定的性別役割分担意識」反対は過半数

仕事と生活の調和推進室だより①

日立ソフトウエアエンジニアリング株式会社

石川県

パルティ とちぎ男女共同参画センター

男女共同参画会議（第28回）の開催　他

嶋田桂子（男女共同参画地域づくり ・ おおむたネット事務局）／
吉田敬子（岩手県男女共同参画センター）
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特集／仕事と生活の調和の推進

1
Special Feature

Part

　人々の希望は、今、多様化し
ています。例えば、子育てしな
がら仕事をしたい、キャリアア
ップのために勉強しながら仕事
をしたい、親を介護しながら仕
事をしたい、ボランティアや趣
味ができる時間を確保しながら
仕事をしたいなど、人生のあら
ゆる段階や、各々の事情や活動
領域によって様々です。
　最近の世論調査等によると、
夫は外で働き妻は家庭を守るべ
きであるという考え方に過半数
の人が反対しており、また、男
性においても、仕事と家事やプ

ライベートを両立したいと希望
している人が多い状況になって
います。
　しかし、現実には、男性にあ
っては、仕事優先となり、家
事・育児、地域活動など仕事以
外の活動に思うように関わるこ
とができず、女性にあっては、
家庭責任が重く、特に育児期に
おいて働きたくとも働いていな
い方が多い状況です。さらに、
長時間労働が健康や生活に悪影
響を及ぼします。
　こうした問題を解消し、老若
男女あらゆる人々が、人生の各
段階において様々な活動を自分
の希望するバランスで実現で
き、「仕事の充実」と「仕事以

外の生活の充実」の好循環を生
む社会の実現が必要となってい
ます。

　仕事と生活の両方を大事にす
ることは、社会や企業にとって
も重要です。社会にとっては、
多様な人材の能力発揮、生産性
の高い効率的な働き方への転
換、子育てしやすい環境づく
り、働く人の地域活動への参画
という観点から、また、企業に
とっては、社員の満足度や意欲
の向上、優秀な人の獲得・定着
や、多様な人々を活かして競争
力を強化する観点からも不可欠

なぜ、今、仕事と生活の
調和が必要か

仕事と生活の調和は
社会・企業にとっても不可欠

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の考え方

仕事と生活の調和が実現した姿

仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）とは

内閣府男女共同参画局調査課

様々な活動を
自ら希望する
バランスで展開

仕　事家庭生活

健康・休養

地域活動 学習・
趣味等

国・地方公共団体
国民運動を通じた気運の醸成、制度
的枠組みの構築や環境整備などの
促進・支援策への積極的な取組、地
域の実情に応じた展開

企業と働く者
協調して生産性の向上に努めつつ、
職場の意識や職場風土の改革とあ
わせ働き方の改革に自主的に取り
組む

関係者が果たすべき役割

②

健康で豊かな
生活のための時間が
確保できる社会

③

多様な
働き方・生き方が
選択できる社会

①

就労による
経済的自立が
可能な社会

社会

社会全体としての進捗状況を把握・評価し、政策に反映
各主体の取組を推進するための社会全体の目標を設定

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（平成１９年１２月　官民トップ会議決定）より

「「ワーク・ライフ・バランス」推進の基本的方向報告」
（平成１９年７月　男女共同参画会議・仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門調査会）より

社 会 個 人
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仕事と生活の調和の
実現に向けて
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「ワーク・ライフ・バランスの希望と現実」（H18）

〈男性 ： 既婚有業〉

ライフステージと就業希望と現実

「一日の仕事で疲れ退社後何もやる気になれない」
人の割合（男女計）

仕事と生活の調和推進のための
行動指針における主な数値目標

2.3

5.5 5.8 29.9 12.2 12.2

51.2

3.2

16.7

4.4

14.7

2.0

32.0

7.8

希望

現実

%

（%）

（資料）男女共同参画会議・少子化と男女共同参画に関する専門調査会
「少子化と男女共同参画に関する意識調査」（平成１８年） 

●女性の就業率（25～44歳）

●週労働時間60時間以上の雇用者の割合

●短時間勤務を選択できる事業所の割合

●第1子出産前後の女性の継続就業率

仕事優先 家事優先 仕事と家事優先 プライベートな時間優先

仕事とプライベート優先 家事とプライベート優先

仕事・家事・プライベートを両立

100

80

60

40

20

0

%

未婚 結婚
出産

（子どもの年齢）
3歳以下

4歳～
5歳

6歳～
12歳

12歳
以上

働いている

働きたくない

働きたいが
働いていない

（資料）内閣府男女共同参画局
「女性のライフプランニング支援に関する調査報告書」より作成（平成１９年３月）

（資料）労働政策研究・研究機構「日本の長時間労働・不払い労働時間の実態と
実証分析」（平成１７年）

24.7

37.9

43.0

58.1

71.8
73.8

6.9
12.1

13.2 19.9

34.0 37.5

0時間 1～24時間 25～49時間 50～74時間 75～99時間 100時間以上
（月間超過労働時間）

「いつもそうだ」＋「しばしばある」

「いつもそうだ」

です。個々の企業や組織にとっ
て、将来の成長・発展につなが
る「明日への投資」となる観点
から、必要不可欠なことと言え
ます。

　平成19年12月18日に「官民ト
ップ会議」により「仕事と生活
の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）憲章」及び「仕事と生活
の調和推進のための行動指針」
が策定されました。これらにお
いて、仕事と生活の調和の推進
により、①就労による経済的自
立が可能な社会、②健康で豊か
な生活のための時間が確保でき
る社会、③多様な働き方・生き
方が選択できる社会を目指すこ
ととしています。また、就業
率、週60時間以上の雇用者割

合、短時間勤務を選択できる事
業所の割合、第1子出産前後の
女性の継続就業率等に関する14
の数値目標も設定しています。
　このような社会を目指す取組
により、男女ともに働きやすい
職場環境や男性の家庭生活への
参画などが実現し、男女共同参
画社会につながります。

Definition

仕事と生活の調和が実現した社会とは、
「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上
の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育
て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選
択・実現できる社会」です。

5年後（2012年） 10年後（2017年）現状

64.9% 67～70% 69～72%

5年後 10年後現状

10.8% 2割減 半減

5年後 10年後現状

8.6%以下 10% 25%

5年後 10年後現状

38.0% 45% 55%

（出典：「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」
（平成19年12月　官民トップ会議決定）より）
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　憲章と行動指針の策定を受け、
内閣府では平成20年を「仕事と
生活の調和元年」と位置づけて
積極的な取組を進めることとし
ており、2月から3月にかけて、
仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）連続シンポジ
ウムを開催しました。
（1）第一弾となる「ワーク・
ライフ・バランス シンポジウ
ム」は男女共同参画推進連携会
議と共催で2月16日（土）に開
催され、上川大臣の挨拶の後、
基調講演（佐藤博樹東京大学教
授）、パネルディスカッション
に続き、後半は3つのテーマに
分かれての分科会が行われまし
た。
（2）第二弾の「『家族と地域
のきずな』フォーラム」は、高
知県で開催され、上川大臣がコ
メンテーターとなり、高知県の
取組、県内企業の事例発表など
が行われました。その中では、
①地方では中小企業が多く、そ
うした企業への支援が重要であ
ること、②男性が抜けても女性
が抜けてもチームプレーで補う
ことができるような職場づくり
が働き方のイノベーションにつ
ながること、③各企業の制度の
充実に加え地域全体で相互に支

え合っていくことが重要である
ことなどが話し合われました。
（3）第三弾の「少子化対策を
考える国際シンポジウム」では、
英国、ドイツ、韓国、日本の取
組が紹介されました。
（4）第四弾の「ワーク・ライ
フ・バランスの実現に向けて」
シンポジウムでは、企業におけ
る生産性向上などの課題とその
克服の処方箋などについて、熱
心な議論が行われました。その
中では、①仕事と生活の調和の
実現には中間管理職における対
人関係調整能力が重要であるこ
と、②仕事と生活の調和に取り
組んだ企業は5～10年後に収益
が高まっていること、③多様な
働き方のメニューを労使で提示
したり、幅広い取組を国民運動
として進めることで一人ひとり
の意識を変える必要があること、
④仕事と生活の調和を進めない
と離職が進んだり優秀な人材の
確保が困難になること、⑤制度
を整えるだけではなく管理職の
意識や組織風土を変えるといっ
た職場づくりが重要であること
などが話し合われました。
　ここでは、（1）と（3）のシン
ポジウムについて紹介します。

　2月16日、千代田区の学術セ

ンターに約500名の参加者を集
め、第一弾のシンポジウムが開
催されました。第1部冒頭で上
川大臣は「今年を『仕事と生活
の調和元年』と位置づけ、政府
としても働き方の改革を積極的
に推進していく。個々の企業・
組織にとって、この取組は、コ
ストではなく、将来の成長・発
展につながる『明日への投資』
であり、トップが経営戦略の重
要な柱として位置づけ、推進し
ていくことが不可欠」と挨拶し
ました。

　佐藤博樹東京大学教授から、
「女性の活躍の場の拡大と働き
方の改革：ワーク・ライフ・バ
ランス支援の必要性」と題して
基調講演が行われました。「仕
事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）憲章」と「仕事
と生活の調和推進のための行動
指針」が目指す３つの課題につ
いて、①男女共同参画の視点で
女性が活躍できる場を拡大して
いくこと、②女性も、若者も、
高齢者も、働きたいという人が
その意欲や能力を生かせるよう
な働く場に就けるという労働市
場改革を目指すこと、③結婚や
出産を希望する人がその希望を
実現できるような社会をつくる
ことが必要であると指摘しまし

「仕事と生活の調和元年はじまる」
～連続シンポジウム～
内閣府男女共同参画局総務課 ・ 内閣府仕事と生活の調和推進室

特集／仕事と生活の調和の推進Special Feature

2

仕事と生活の調和元年！
連続シンポジウムが
開催されました

2月16日「ワーク・ライフ・
バランス　シンポジウム」
（第1部）

基調講演

Part
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た。
　ワーク・ライフ・バランス支
援が必要な背景として、仕事に
使える時間に制約のある社員の
増加、社員の価値観やライフス
タイルの多様化により、「ワー
ク・ワーク社員」から「ワー
ク・ライフ社員」への転換が挙
げられる。ワーク・ライフ・バ
ランス支援として実現すべき３
つのポイントについて、まず、
１番目は、社員の「時間制約」
を前提とした仕事管理・働き方
の実現（ＷＬＢの１階部分）、
２番目は、ワーク・ライフ・バ
ランス支援のための制度の導入
と制度を利用できる職場作り
（ＷＬＢの２階部分）、３番目
は、多様な価値観やライフスタ
イルを受容できる職場作り（Ｗ
ＬＢの土台部分）であり、この
３つが並行して変わらないと働
き方の改革というのはできない。
特に、働き方の土台と１階部分
を変えていくということに取り
組むことによって社会が変わる。
男性を含めて働く人は家庭で子
育てに関わり、地域社会でも専
業主婦と高齢者だけでなく、働
いている人たちも地域社会の活
動を支えられる。働き方を変え
て持続可能な日本社会を作って
いくことが重要である旨述べま
した。
　また、ワーク・ライフ・バラ

ンス支援の定着には、管理職の
意識改革が不可欠であり、管理
職が多様な価値観や生き方、ラ
イフスタイルを受容できる職場
作りの鍵を握っていることを強
調しました。

　アパショナータ代表のパク・
ジョアン・スックッチャ氏のコ
ーディネートにより、産学官そ
れぞれの立場からワーク・ライ
フ・バランスの取組事例や課題
が報告されました。
（1）株式会社ワトソン　ワイ
アット代表取締役社長の淡輪敬
三氏は「多様性を生かす」と題
してグローバルの企業である人
事コンサルタントの立場から、
「多様性への対応力が企業、ひ
いては国の競争力を決める」こ
とを強調しました。
（2）株式会社高島屋の代表取
締役　副社長　安藤温規氏は
「高島屋のワーク・ライフ・バ
ランスへの取組」について発言。
「女性の多い職場であることか
ら早くからこの分野に取り組ん
できた。様々な顧客のニーズに
応え、企業が発展していくため
にはチーム力が求められるが、
そのために多様な働き方で構成
される個人個人の能力を引き出
すことができれば、その力の集
積が企業の力となる」と、ワー

ク・ライフ・バランスの取組が
企業の重要な戦略になることを
明らかにしました。
（３）株式会社クララオンライ
ン代表取締役社長の家本賢太郎
氏は、「クララオンラインにお
けるワーク・ライフ・バランス
の取組みについて」と題し、中
小、ベンチャー企業における取
組を報告。「大企業が行ってい
るのと同じ取組を中小企業が単
独で行うことは難しい。できる
ことから初めていけばいいので
はないか」と自社の取組事例を
紹介されました。
（4）明治大学情報コミュニケー
ション学部准教授の牛尾奈緒美
氏は「働く人の意識変化とこれ
からの人的資源管理」と題して、
私生活の重視、仕事と家庭の両
立への願望、長期間勤続志向の
低下など最近の若者意識の変化
を取り上げ、今や従業員の視点
に基づいた人事管理が不可欠で
あり、ワーク・ライフ・バランスへ
の配慮と女性の能力発揮を両輪
で進める必要性を指摘しました。
（5）兵庫県理事の清原桂子氏
は「ワーク・ライフ・バランスへ
の兵庫県の協働の挑戦」と題し
て、阪神・淡路大震災の経験か
ら、政労使、企業、地域団体・
NPO、大学それぞれとの協働に
よるワーク・ライフ・バランスの
取組について報告しました。

パネルディスカッション

2月16日のワーク・ライ
フ・バランス　シンポ
ジウムにおける上川大
臣の挨拶、佐藤東京大
学教授の基調講演及び
パネルディスカッション
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Symposium
Report

2
Special Feature

「仕事と生活の調和元年」はじまる
～連続シンポジウム～

　会社の指導的立場にあり、バ
リバリ仕事をしつつ、一方でし
っかり子育ても実践されている
方々は特別な存在なのでしょう
か。私生活はどのような荒波を
超えてきたかの本音トークが、
熱く展開されました。
　パネリストの方々は、会社や
先輩の後押し、夫や両親の理解
やサポート、保育園、ファミリ
ーサポーター、学童クラブ等の
子育てサービスを積極的に活用
する等、周囲をどんどん巻き込
んでいるとのことでした。
「ワーク・ライフ・バランスを
保つために何かやらなければい
けないときは、周囲の人を巻き
込む、そういう勇気を持っても
らいたい。」「産むことと仕事
を続けることに悩んだら、そこ
で立ちどまっていないでチャレ
ンジしてみれば、何か新しい道
が開けてくるのではないか。」
「仕事、結婚、子育て、選択す
るのではなくて、選択肢が増え
たら、それもやってしまえばい
い。」とのコメントがありまし

た。
仕事と生活を調和させるために
は、個人と社会との調和がポイ
ントであり、欠かせないと締め
くくられました。

　ワーク・ライフ・バランスの
取組は、中小企業にとっては難
しいとの意見が出されました
が、人材獲得をめぐる状況が厳
しい中、有能な人材を定着させ
る意味においてもその取組は極
めて重要であり、社員が長く働
き、能力を存分に発揮してもら
うことで、会社も発展する。そ
のためには、経営者の意識改革
はもちろんのこと、社員が生涯
設計できるような仕組みや制度
を導入することが大切である。
また、創意工夫によって、業務
の改善、コストダウンにもつな
がり、生産性も向上する。労使
双方が十分協議し、ワーク・ラ
イフ・バランスに取り組む環境
をつくり、お互いが共通の目標
に向かって努力することが必要
との報告や助言がありました。
まとめとして、中小企業を活性
化するためにも積極的なワー
ク・ライフ・バランスへの取
組、そして中小企業と自治体と
の連携、それが地域経済の発展

にもつながるということが確認
されました。

　立命館大学の学生に対するキ
ャリア支援施策の先進的な取組
を事例として紹介がありまし
た。女子学生数が全国で３番目
でもあり就職活動支援策を充実
していく過程の中で現在の形に
なり、昨年からはワーク・ライ
フ・バランスも重要なテーマと
して捉え、30代になった時の自分
の姿を考えることから始め、社
会でどのような働き方、ひいて
は生き方をしたいのかというこ
とをしっかり考える機会を提供
していると報告がありました。
その後のディスカッションでは
女子学生の就職指導の観点や、
結婚、出産、などのライフイベ
ントとの関係や父親の視点の提
供。実際のワーキングマザーの
声なども参考にしながら、社会
に人材を送り出す教育セクター
として、ワーク・ライフ・バラ
ンスをどう捉え、伝えていくべ
きなのかということも議論され
ました。そして、ワーク・ライ
フ・バランスは、女子学生だけ
ではなく、男子学生にも伝える
必要があることが指摘されまし
た。

テーマ１
「女性が変わる、

ワークスタイルを変える。
生活と仕事のハーモニーとは？」

テーマ２
「社員の力を引き出す

中小企業経営者の姿勢とは」

テーマ３
「就職活動を前に未来の私を

考えてみよう」

2月 16日「ワーク・ライフ・
バランス　シンポジウム」
（第2部・分科会）
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　平成20年3月13日、日本学術
会議講堂において「少子化社会
対策に関する国際連携推進事
業」（内閣府主催）の一環とし
て、「仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）と子育
て支援策」をテーマに国際シン
ポジウムが開催されました。パ
ネルディスカッションでは招聘
国および日本政府の子育て支援
策と民間企業の事例として資生
堂の取組についての報告が行わ
れ、それに基づいたパネラー間
の活発なディスカッションと参
加者との質疑応答が行われまし
た。紙幅の都合上、ここでは3
カ国の子育て支援策のポイント
と特徴に焦点をあてて紹介する
こととします。
（1）英国は過去10年で210億ポ
ンドの子育て支援のための投資
を行い、出生率も2001年以後改
善が見られました。現在子育て
支援10ヵ年戦略に基づき少子化
対策を進めていますが、最大の
特徴は出産休暇の充実、親の就
業支援だけでなく、就学前の基
礎教育、5歳児の能力向上と格
差縮小を目標とした「子どもの
成長支援」に力を入れているこ

とです。
（2）ドイツは新たな取組とし
て「持続可能な家庭政策」を打
ち出し、子育て家庭への補助金、
保育の充実や父親の育児休暇の
利用率の向上など、的を絞った
支援策を進めているのが特徴で
す。また企業の家庭向け支援策
の種類も多様で、官民一体とな
って少子化対策が行われている
ことがわかりました。
（3）韓国では、実労働時間の
削減や勤務環境の多様化を進め
ており、家庭重視の企業経営に
認証システムを導入しています。
また子どもの年齢に応じた育児
支援の充実と女性の就業を促進
する保育支援サービスの拡大を
進めています。特徴としては、
非正規労働者の育児休暇や障害
を持つ労働者の出産・育児支援
プログラムの導入など社会的弱
者への支援策を打ち出している
点をあげることができます。
　さて、今回のシンポジウムで
は今後の少子化対策・子育て支
援策の参考にできるよう、多く
のご質問、意見をいただきたい
という主催者の意図から、予め
配布したポストイットに記入し
ていただき、回収するという方
法を取り入れました。嬉しいこ
とに、パネリストが驚くほど、
二色のポストイットでホワイト

ボードがいっぱいになりました。
いただいた質問は、通訳の方の
協力でパネリストの方々にひと
つだけ選び、お応えいただきま
した。すべての質問にお応えす
ることやご意見を紹介すること
ができなかった点が大変申し訳
なく、残念でした。シンポジウ
ム終了後、パネリストの方々か
ら、参加者から多くの質問、意
見をいただいたことへの謝意と
ともに、とくに「子育て支援策
の中で、保育職務者側への支
援・待遇改善への戦略をどうす
るのか」、「子どもたちの育つ
環境についてもっと考えるべき
である」というご意見は大変重
要であり、しっかりと受けとめ
ていきたいという言葉が寄せら
れたことを紹介し、本国際シン
ポジウムの報告といたします。

　このページの執筆に関しては、
本シンポジウムのコーディネー
ターを務められた萩原なつ子氏
にお願いしました。

少子化対策を考える
国際シンポジウム
─英国・ドイツ・韓国─
の報告

萩原なつ子／立教大学教授。男女共同参
画推進連携会議議員。

Vol.001

Vol.002

Vol.003

Vol.004

ワーク・ライフ・バランス シンポジウム （2月16日(土)、東京都千代田区）
（男女共同参画社会に繋がる仕事と生活の調和の実現）
子育てを支える「家族と地域のきずな」フォーラム （2月23日（土）、高知県高知市）
（ワーク・ライフ・バランス企業に関する分科会の実施　など）
少子化対策を考える国際シンポジウム （3月13日（木）、東京都港区）
（諸外国、日本における仕事と生活の調和の取組　など）
ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて （3月17日（月）、東京都千代田区）
（仕事と生活の調和に向けた企業の克服課題　など）
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　政策・方針決定過程への女性の参画の
拡大については、政府において、「2020年
までに、あらゆる分野で指導的地位に女
性が占める割合が少なくとも30％程度」
との目標を男女共同参画基本計画（第２
次）に明記し取組を進めてきました。し
かし、その進捗は十分ではなく、本年3月
４日に開催された男女共同参画会議にお
いても、同基本計画のフォローアップに
ついて、女性の参画に関する戦略的な取
組を行うべきことが指摘されました。
　それを受け、4月8日、総理を本部長と
する男女共同参画推進本部において、
「女性の参画加速プログラム」が策定さ
れました。このプログラムは平成22年度
末までの3年間を対象としています。詳細
については次号で取り上げる予定ですが、
プログラムの概要は以下のとおりです。

　様々な分野の女性割合を直接高めるこ
とのみに重点を置くのではなく、その背
景にある課題を総合的に解決していくこ
とが重要であるため、以下の3つの取組を
一体的に進めることが不可欠です。
１. 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）の実現

　育児、介護等と両立し、継続して働き
続けることのできる環境を整備するため、
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の実現が必要です。
２. 女性の能力開発・能力発揮に対する支
援の充実

　女性の参画を妨げる様々な要因を解消し、
女性がその能力を十分に発揮できる環境を
整備するため、積極的改善措置の推進や再
就職支援等様々な支援が必要です。
３. 意識の改革
　各界トップ層や組織の管理職、あるい
は女性自身が、女性の参画についての社

会的な意義を認識して、精力的な取組を
進めることが必要です。

　平成22年までの具体的な取組として第一
に、あらゆる分野について女性の参画を加
速するための基盤整備の充実、第二に、活
躍が期待されながら女性の参画が進んでい
ない分野の重点的な取組を進めます。
１. 女性の参画促進のための基盤整備
　あらゆる分野における各界トップ層等
への戦略的な働きかけとして、男女共同
参画担当大臣等が中心となり、各分野の
トップ層等との懇談などにより、女性の
参画促進の必要性や取組の方策等につい
ての意識の共有を図るとともに、それぞ
れの分野について女性の参画を妨げる課
題の抽出を行います。
　また、地域や様々な分野におけるネッ
トワークの形成支援や、まちづくり、環
境、防災・防犯等、身近な地域の課題を
解決するような実践的活動を通じた女性
のエンパワーメントを推進するとともに、
表彰制度の充実等による女性の活躍を支
援する取組への効果的な評価や、好事例
の提供などに努めます。
　その他にも、女性の参画に関する基礎
的なデータや実態が必ずしも明らかにな
っていないことから、現状把握や取組に
対するきめ細やかなフォローアップを行
うこととしています。
２. 活躍が期待されながら女性の参画が進
んでいない分野についての重点的取組

　社会の中で活躍が期待されていながら、
女性の参画が進んでいない分野であり、
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進が特に困難な分野に重点
的に取り組み、得られた成果を他分野へ
波及させます。
①医師　女性医師割合は17.2％（平成18年）、

1Part

行政施策トピックス／国の施策紹介

「女性の参画加速プログラム」の
策定についてT O P I C S

施策の基本的方向

具体的な取組内容

内閣府男女共同参画局推進課

トピックスでは、行政の施策の最近の動向について紹介していきます。
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平成20年4月8日
男女共同参画推進本部決定

医師国家試験合格者に占める女性割合は
33.4％（平成19年）となっていますが、慢
性的な長時間労働、不規則な勤務形態によ
り、仕事と生活を両立しにくい環境にあり、
継続的な就業が困難な状況にあります。こ
のような状況のままでは、医師不足の深刻
化にもつながります。
　具体的取組としては、正規雇用短時間
勤務医制度の普及等による勤務体制の見
直し、病院内保育所や事業所内託児施設
の充実による継続的な就業の支援、女性
医師バンクの体制強化等による離職後の
復帰支援などを行います。
　また同時に、女性医師の勤務形態、退職
等の状況についての全国的な調査・分析や、
看護師、助産師等を含めた医療専門職全体
に対する総合的な支援も推進します。
②研究者　先進国の中で最も女性比率が
低くなっており（12.4％、平成19年度）、
出産・育児、介護等との両立が難しく、
キャリア形成の支障となったり、研究現
場を離れざるを得ないことが多く、いっ
たん研究現場を離れると、復帰しにくい
状況にあります。

女性の参画加速プログラム

現　状

多様性に富んだ活力ある社会に向けて！

女性の社会的参画、特に意思決定過程への参画は遅れており、国際的にみても低水準。
●指導的地位に立つ女性の割合　民間企業課長相当職：3.6％　国家公務員管理職：1.7％

●ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM）54位（93カ国中）（国連開発計画）

－ 2020年までに指導的地位に女性が占める割合が少なくとも30％に － （男女共同参画基本計画（第２次））

「2020年までに30％」の目標の実現

（1）女性の参画加速のための基盤整備
（2）活躍が期待されながら女性の参画が進んでいない分野についての重点的取組

女性の
能力開発・能力発揮に

対する支援
意識の改革

仕事と生活の調和
（ワーク･ライフ･バランス）

の実現

　具体的取組としては、「女性研究者支援
モデル育成」プログラムの推進等によるモ
デルとなる先進的な取組の普及・定着、国
立大学法人、独立行政法人における内部組
織の設置や中期目標・計画への取組の位置
づけ等の推進体制の強化、研究費等の制度
の拡充・弾力化等を行います。
③公務員　政策に国民の目線で多様な視
点や新しい発想を導入する観点からも、
公務部門における女性の活躍は、極めて
重要ですが、管理職に占める女性の割合
は、国家公務員では1.7％（平成17年度）と
低くなっています。
　具体的取組としては、育児短時間勤務
やテレワーク等の活用を通じた柔軟な勤
務体制の推進、平成22年度末に政府全体
の管理職女性比率5％程度を目標とした女
性の登用の促進のための各省の行動計画
の充実・見直しとその着実な実施などを
図ります。
　また、地方公共団体に対しては、女性
職員の登用促進に向けた取組を推進する
よう要請するとともに、好事例の相互情
報提供を行います。



施策の推進体制と機関連携

　久留米市は、人口約31万人の福岡県南
西部に位置する中核市です。平成9年に
DVと性暴力を啓発する広報紙を市内全戸
に配布するなど、早い段階から同市の男
女平等推進の主要な課題としてDV問題等
への取組みが始まっています。

　庁内では、男女平等政策室が行動計画
の策定など総合調整を担当し、DV相談の
窓口は、平成13年に開設され市が運営す
る男女平等推進センター（以下「センタ
ー」）相談室と、婦人相談員が配置され、
緊急一時保護事業などを担当する家庭子
ども相談課となっています。
　大きな特徴の一つは、最前線で活動し、
被害者が必要とする支援を最もよく知り
うる立場にある民間団体との連携です。
支援の現場である民間団体と行政の相談
窓口が把握した課題を男女平等政策室に
報告し、庁内の関係窓口を交えて協議を
行い、現場の課題が行政の施策として反
映されて、再度現場にフィードバックさ
れる仕組みとなっています。様々な課題
に応じて、男女平等政策室を中心に民間
団体を交え、庁内の関係窓口とセンター、
家庭子ども相談課が協議・検討を行う場
として、DV被害者支援に関する会議が、
平成18年から設置されています。
　連携の場としては、このほかにセンタ
ー主催の庁内関係部署による「庁内ネッ
トワーク会議」と、庁内関係部署に加え
て女性相談所、児童相談所、法務局、裁
判所、警察署、職業安定所など庁外の関
係機関や弁護士会、医師会、民間支援団
体も参加した「相談関係機関ネットワー
ク会議」の二つが設けられ、それぞれ年1
回開催されています。この会議の場で、
各機関の被害者対応について報告・情報
交換が行われています。

　また、センターでは、センター職員と
外部有識者からなるワーキンググループ
を設け、行政におけるDV被害者支援の現
状とあり方について、庁内の関係窓口の
課長及び実務担当者との意見交換を2年が
かりで行い、覚書を「被害者支援対応の
マニュアル」として平成18年6月に作成し、
徹底が図られています。これにより担当
者個人の裁量に左右されない、被害者支
援システム化が進められています。

　家を出た被害者が地域で生活を始める
際には、何か所もの行政窓口を訪ね、窓口
ごとに家族の状況や暴力被害の経験など、
同じことを繰り返し話すよう求められ、
負担が大きくなりがちです。また、手続
きのために、頻繁に被害者が窓口に出向
くことは、追及の危険性を高めることに
もなりかねません。実際に、手続きのため
に民間支援団体が同行支援した際、加害
者と遭遇しそうになったこともあって、
被害者の安全確保と手続きの迅速な処理、
また、被害者の負担軽減のためのツール
として、平成16年度から「DV被害者相談
共通シート」が導入されています。
　このシートは、庁内ネットワーク会議
の中で作成・合意されており、被害者の
個人情報保護のため、どの窓口にも共通
する最小限の情報を記載するよう配慮さ
れています。保育所入所など具体的な行
政サービスを必要とする場合、被害者に
説明した上でシートを作成し、被害者が
これを持って行政窓口の一つを訪ねれば、
そこに他の関係部署の担当者が出向いて
相談に応じ、速やかに手続きを進める方
式が定着しています。また、シートは保
育料の減免措置など、諸手続きの際の証
明の役割も果たしています。

2Part

行政施策トピックス／地方自治体の施策紹介

福岡県久留米市のＤＶ対策
における機関連携と
ワンストップサービス
内閣府男女共同参画局推進課

T O P I C S

相談・手続きなどの
ワンストップ化
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「固定的性別役割分担意識」
反対は過半数

［共同参画データファイル ①］ データファイルでは、主なデータを取り上げ、解説していきます。

　内閣府の「男女共同参画社会に関する
世論調査」（平成19年９月29日公表）に
よると、「夫（男）は仕事、妻（女）は
家庭」という、いわゆる固定的性別役割
分担に反対する人の割合が初めて過半数
を超えました。
　全国20歳以上の男女を対象に夫は外で
働き、妻は家庭を守るべきか聞いたとこ
ろ、昭和54年調査では賛成の割合が７割
を超えていましたが、平成16年調査で初
めて反対が賛成を上回り、今回調査では、
反対は52.1％で、賛成44.8％となり、男女
の役割分担を固定的に考える傾向に変化

70 歳以上
（576人）

60～69歳
（668 人）

50～59歳
（659 人）

40～49歳
（507 人）

30～39歳
（464 人）

20～29歳
（244 人）

0 20 40 60 80 100
%

 固定的性別役割分担意識
（夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである）

dataD
ata File
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がみられることがわかりました。
　今回の結果を男女別にみると、女性は
この考えに反対する人の方が半数を超え
ている（反対56.9％、賛成39.8％）のに対し、
男性は逆にこの考え方に賛成する人の方
がわずかながら半数を超える結果（賛成
50.7％、反対46.2％）となっています。
　また、年齢別にみると、この考えに賛
成する人は60～69歳（賛成50.0％、反対
37.7％）、70歳以上（賛成56.9％、反対
37.3％）となっており、その他の年齢で
は反対と、世代による差が大きいことが
わかりました。
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内閣府男女共同参画局推進課
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スペシャル・インタビュー／第1回

「いのちにつながる
仕事に就いて」
 ─男女共同参画は新しい時代のコンセプト─

KAMIKAWA YOKO

Special Interview

─　はじめに、政治の世界に入
られたのはどのようなことがき
っかけだったのでしょうか。
上川大臣　折しも日本経済がバ
ブル絶頂期に、私はアメリカに
留学しました。世界各国から優
秀な学生が集まってくる中、と
りわけアジアからの留学生が必
死に頑張っている姿を目の当た
りにし、今後彼らが活躍する時
代になった時に、日本はアジア
に伍していけるのだろうか。そ
んな危機感から、新しい日本の
国づくりのため精一杯働きたい
と強く考え、帰国後政治の道を
めざしました。その後、家族や
女性、少子化等の問題を積極的
に取り上げ、活動を続けてきま
したが思いがけなく昨年８月末
に少子化対策、男女共同参画担
当相を拝命することとなりまし

た。
─　大臣に任命されてから約
半年が経ちましたが、どのよ
うなことをお感じになってお
りますか。
上川大臣　就任当初、自らの
イメージを子ども家庭省の担
当大臣としてこの仕事に取り
組もうと決意しましたが、そ
の思いは今も変わりません。
現在の担当分野は、食育や青
少年の健全育成も含め、すべ
て子どもや家族、地域に関連
しており、将来の日本のある
べき姿を基本から考え直すこ
とが求められます。政治家と
しての私自身にとりまして
も、非常によい機会をいただ
いたと感じています。私はこ
の15年間、生命（いのち）に
関わるあらゆることを大切に
していきたいという思いで、
政治活動を続けてきましたの
で、日本にとってとりわけ重
要なこの時期に全力で取り組
むことができる機会を与えら
れたことに心から感謝してい
ます。

─　男女共同参画についてはど
のようなことをお感じでしょう
か。
上川大臣　私は男女共同参画に
携わってこられた諸先輩方のご
努力の賜物である男女雇用機会
均等法の恩恵を受けた最初の世
代なのです。私が就職した時は
まだこの法律の施行前でしたの
で、私は事務職の立場で実際に
は総合職の仕事をこなしていま
した。その後、男女雇用機会均
等法の施行により、総合職に転
換したのです。そのような人間
ですので、諸先輩方のご努力に
は大変感謝いたしております。
また、それだけに一層、後に続
く皆さんのために、子育ての両
立支援策や少子化対策、そして
もちろん女性の参画加速プログ
ラムやワーク・ライフ・バラン
ス（仕事と生活の調和）の推進
などを積極的に押し進め、次の
世代にしっかりバトンを渡して
いきたいと考えています。
　昨年11月のヤングリーダー会
議最終日のプレゼンテーション
では、現場の若い人たちが男女

スペシャルインタビューでは、男女共同参画に関するキーパーソンに様々なお話をお伺いしていきます。

今回は男女共同参画
総合情報誌のリニューアルに
ともない、インタビューの
お一人目に
上川陽子男女共同参画
担当大臣に
ご登場願いました。
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上川 陽子
かみかわ・ようこ／東京大学教養学部教養
学科卒。（株）三菱総合研究所研究員、ハ
ーバード大学院 JF ケネディスクール政治
行政修士卒、（株）グローバリング総合研
究所代表取締役を経て、2000 年衆議院議員
に初当選、以降当選 3 回。自由民主党女性
局長、総務大臣政務官などを歴任。2007 年
8月より内閣府特命担当大臣（少子化対策、
男女共同参画）。

内閣府特命担当大臣
（少子化対策、男女共同参画）

共同参画を非常に素直に展開し
ておられ、また、男女共同参画
という考え方を地方の皆さんに
正しく理解してもらい、試行錯
誤を重ねながら着実に実践して
いる姿に深く共感を覚えまし
た。こうした若い人たちのため
に頑張りたいと改めて思った次
第です。
─　大臣として、大切にしてい
ることはどのようなことでしょ
うか。
上川大臣　これからの時代に、
大切なことは『対話と協働の精
神』ではないでしょうか。それ
ぞれ立場が違ったり、考え方が
違うかもしれないけれど、日本
のすばらしさを子どもたちに伝
え、受け継いでいくためには、
お互いが尊重し合い、真撃に対
話を重ね、協働して事にあたる
ことが大切だと考えています。
その意味では、男女共同参画と
いう考え方は、これからの時代
に欠かせない重要なコンセプト
ではないかと思います。
─　具体的にはどのようなこと
でしょうか。

上川大臣　少し乱暴な言い方か
もしれませんが、留学経験を通
じて感じたことは、日本社会は
明らかにアメリカなどと比べ
て、均質であることを前提とし
て造られてきた社会だと思うの
です。でも本当にそうなのでし
ょうか。例えば、地域の中で共
に暮らしている障がい者や高齢
者、妊婦の皆さん、在日二世・
三世や外国人労働者の方たち、
さらには犯罪被害者の皆さん。
私たちが共に暮している地域
も、本当に多様なバックグラウ
ンドの人々が一緒にいる、ダイ
バーシティ（多様）な社会と見
ることもできます。しかし、そ
れにもかかわらず日本社会は均
質だというふうに思い込んでし
まっている。そうした無意識な
思い込みが、日本の弱みになっ
ているのではないかと感じてい
ます。多様性を認識し、違いが
存在していることを認めること
が問題解決の糸口となるにもか
かわらず、均質であることを前
提にしている結果、ますます問
題解決が難しくなってしまう。

たとえば男女間の問題に関して
いえば、配偶者間・恋人間の暴
力（ドメスティック・バイオレ
ンス）などが、新たな社会問題
としてクローズアップされてい
ますが、こうした問題を解決に
導くような受け皿となる場所が
なかなかない。男女共同参画に
は、そうした課題を受け止める
最後の砦のような役割も担って
いるのではないかと思います。
　女性の活躍は、今後の我が国
にとって重要です。先月８日、
福田総理を本部長とする男女共
同参画推進本部において策定し
た「女性の参画加速プログラ
ム」を強力に推進し、医師など
特に仕事と生活の調和の実現が
難しい３つの分野に焦点を当て
た戦略的な取組の成果を他の分
野にも波及させていきます。
　私は、これからも、男女共同
参画に関わる方々を支える役目
をしっかり果たしていきたいと
考えております。
─　本日はお忙しい中、貴重な
お時間を割いていただきありが
とうございました。

これからの時代、大切なことは
『対話と協働の精神』ではないでしょうか。



不満は大きいが、
あきらめている日本
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あつみ・なおき／東京大学法学部卒業。（株）富士総合研究所入社。2003年（株）富士通総研入社。
内閣府・少子化社会対策推進会議委員、ワーク・ライフ・バランス官民連絡会議委員、子
どもと家族応援戦略会議委員を歴任。

世界のワーク・ライフ・バランス事情①
連載／その1

Atumi Naoki

　今回から数回にわたり、諸外国のワー
ク・ライフ・バランス（WLB）の現状
と官民の取組み、日本への示唆について
述べたい。
　まず、今回は世界の中で日本のWLB
がどのような位置にあるのかをご紹介し
たい。独立系の調査会社が組織している
世界調査連合（IRIS）による世界24カ国
1万4千人を対象にした「WLBに関する世
界意識調査」の結果をみてみよう。「あ
なたは現在の仕事と私生活のバランスに
満足していますか」という質問に対して、
「全く満足していない」、「あまり満足
していない」を合計した、不満を持つ人
の割合は世界24カ国のうちで日本が最も
多く、48％の人が不満を感じている。
　また、「最近2年間で、仕事と私生活
のバランスをよりよくするために、ご自
身の生活を積極的に変化させようとした
ことはありますか」という質問に対して、
「改善を試みたことがない」人の割合も
日本は66％と2番目に多かった。
　そして、各国ごとに上記2つの数値の分
布状況をみると、総じて「不満
を感じている割合」が低いほど、
「改善を試みたことがない割
合」が高い。そして、不満の割
合が高くなるほど、改善を試み
たことがない割合は下がってい
く。考えてみれば、当たり前だ。
この点で、日本は「不満を感じ
ている人の割合」、「改善を試
みたことがない割合」いずれも
高く、右肩下がりの傾向線とは
かなり乖離した位置にある。つ

まり、「不満は大きいが、あきらめてし
まっている」という日本の状況は、世界的
にみてかなり特異な状況だ。

　WLBへの取り組み方は、大きく英米
型と欧州大陸型に分類できる。
　アメリカやイギリスではWLBに関す
る国・地方自治体の取組は、あまり盛ん
ではない。これを補完する形で、企業経
営上メリットがあると考える企業が、積
極的に託児所の設置やさまざまな休業制
度、経済的支援等を実施している。
　これに対して、ヨーロッパ大陸諸国では、
公共政策として国・地方自治体が中心と
なってWLBのためのサービスに取り組ん
でいる。特に保育・介護の基盤整備は、
国・自治体の責任として広く定着している。
したがって、企業は企業責任として、法律
で定める最低基準の上積み措置として
WLBのプログラムを提供している。
　筆者は、英米型、欧州大陸型それぞれ
から日本は学ぶ点があると感じている。
次回以降、各国ごとにWLBに関する官
民の具体的な取組み、日本が学ぶべき点
について述べていきたい。

渥美由喜株式会社富士通総研主任研究員

英米型と欧州大陸型のWLB

（資料）「WLBに関する世界意識調査」を基に、筆者作成。
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仕事と生活の調和推進室だより①
連載／その2

　仕事と生活の調和を実現するためには、
国民の皆様が働き方や暮らし方について
考えることに加え、企業、働く方、国・
地方公共団体の各主体が連携して取り組
んでいくことが必要です。
　推進室では、仕事と生活の調和をテー
マとした国民運動を展開し、皆様の取組
の気運の醸成を図るとともに、個々の取
組の支援だけでなく、取組のネットワー
クを構築し、社会全体での取組を推進す
ることを目指しています。
　推進室のスタッフは、内閣府を中心に、
総務省、厚生労働省、経済産業省の関係
省庁、民間企業や地方自治体からの出向
者など、バラエティに富む人材により構
成され、それぞれの知見を生かし、各主
体の連携促進と取組支援が円滑に行える
体制を整えています。
　このような体制のもと、具体的な取組
として、1月から3月にかけては、仕事と
生活の調和に関わりの深いテーマで「連
続シンポジウム」を開催し、仕事と生活

の調和について考える「きっかけ」と、
その「取組の輪」を広げてまいりました。
2月からは、「仕事と生活の調和ポータ
ルサイト」を開設し、憲章と指針の紹介、
企業の優良事例や各種イベント情報、地
域の相談窓口など、取組のために必要な
情報、役に立つ情報を提供しています。
（仕事と生活の調和ポータルサイト：
http://www8.cao.go.jp/wlb/）
　このほか、「職場を変えよう！キャラ
バン」への参画や、各種団体が主催する
シンポジウム・セミナー・勉強会等への
講師派遣など、あらゆるチャンネルを活
用して、国民各層、各主体に仕事と生活
の調和の理念を伝え、その取組への支援
を推進しています。
　推進室は、各主体をつなぐネットワー
クの中枢組織であるだけでなく、国民の
皆様の取組を支援し、一人ひとりが望む
生き方ができる社会の実現を目指すため
の「核」となる組織です。
　平成20年をいわば「仕事と生活の調和
元年」とし、国民の皆様、各主体との密
接な連携の下、様々な取組を積極的に展
開してまいります。

仕事と生活の調和の推進体制

ポルトガル

仕事と生活の調和推進官民トップ会議

「憲章」及び「行動指針」の推進、評価
【構成：経済界、労働界、地方自治体、有識者、関係閣僚（座長：官房長官）

都道府県・市町村

経済界

関係機関等関係省庁

内閣府　仕事と生活の調和推進室
各主体のネットワークを構築し、取組を支援

【構成：内閣府、総務省、厚生労働省、経済産業省】
労働界

仕事と生活の調和
連携推進・評価部会

施策の推進、進捗状況の点検・評価、施策見直し・改善 
【構成：各団体等の実務者、民間の実業家、報道関係者】

仕事と生活の調和
関係省庁連絡会議
各府省の連携による施策の推進

連　携

決定報告 報告

会議の
庶務など

情報提供
取組支援

「憲章」とその「行動指針」の策定を
受け、20年1月8日、内閣府に「仕事と
生活の調和推進室」が誕生しました。

内閣府仕事と生活の調和推進室

http://www8.cao.go.jp/wlb/
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かしま・たかし／千葉大学卒業。日本経済新聞社入社。編集局生活家庭部長、編集局次長兼文化部長、編集
委員、論説委員等を経て、2005年より実践女子大学人間社会学部教授。男女共同参画会議議員、次世代のた
めの民間運動～ワーク・ライフ・バランス推進会議代表幹事なども務める。著書に『雇用破壊　非正社員と
いう生き方』『男女共同参画の時代』『男女摩擦』（いずれも岩波書店）など。

男女共同参画社会基本法の再評価を
鹿嶋　敬男女共同参画会議議員

実践女子大学人間社会学部教授

　男女共同参画社会基本法が施行になっ
て9年。施行当時の社会・経済状況の変
化を、基本法は「少子高齢化の進展、国
内経済活動の成熟化等」と前文で表現し
ているが、9年を経て改めて振り返って
みると、その2語では収まりきれない当
時の急激な時代変化が鮮明になってくる。
　施行年の99年前後は、時代の大きな転
換期であった。後に失われた10年、15年
などと表現されるこの時代は、就職難な
どがもたらす生活格差や男女間の価値観
格差等々によって社会にきしみが生じた。
例えば自殺者は1998年から3万人を突破
し、今なお、減少する気配はない。離婚
率は基本法が施行された99年に2.00に達
し、西欧先進国並みになった。さらに
2000年の国勢調査は、50歳時点で一度も
結婚したことがない男性の比率（生涯未
婚率）が12.57％と、5年前よりも3.58ポイ
ントも増えたことを明らかにした。要す
るに8人に1人弱の男性は天命を知る年頃
になっても、結婚していない（2005年国
勢調査結果ではさらに増え、15.96％に達
した）。
　したくないのか、できないのか。それ
は90年代半ば以降、人件費削減の切り札
としてパートや派遣社員など非正規雇用
労働者のウエートが高まっていく状況と
無縁ではあるまい。男は稼いで一人前と
いう、男性に重くのしかかるジェン
ダー・バイアスによって雇用不安が増幅
する中、結婚を躊躇（ちゅうちょ）する
男性が増えても不思議ではない。
　そのような時代状況の中で登場したの
が、男女共同参画社会基本法だった。今
だからその意義が見通せることを承知で
言えば、同法は若い人たちの年収が300
万円という時代の到来を結果的に読み込

むことになり、それだからこそ、社会の
あらゆる分野で男女が共に責任を持って
活動することの必要性、家庭の運営も男
女が相互の協力によって運営することの
重要性など、条文に盛り込まれた文言の
一つひとつが現実味を帯びて迫ってくる。
　もっと平たい言葉で言えば、年収300万
円時代は高度経済成長期の片働き型が経
済合理性を失い、共働きでないと家計が
切り盛りできない時代が到来したことを
意味する。高度経済成長期であれば、年
収が300万円でもまじめに働けば、辛抱し
て頑張れば賃金は上昇した。だが年功に
ではなく職種、能力が対価の対象になり
つつある今は、職種の転換を図らなけれ
ば賃金アップの可能性は少ない。
　グローバル化、ICT（情報通信技術）
化の進展も、賃金の構造を高度成長期型
とは異なるものにしている。開発途上国
には安価な労働力が存在し、ICT化は補
助的な仕事を量産した。そのような状況
下、高い賃金を得る人、得られない人と
いう構図が鮮明になり、いわゆる格差社
会が出現した。この格差は構造的なもの
だけに、景気の好転で改善するとかしな
いという問題ではない。
　経済の枠組みが変化する中では、当然
夫と妻、男と女の間にも新たな関係性の
構築が必要になる。その手掛かりが男女
共同参画社会基本法であった。施行後10
年近くたとうとしている今、同法の趣旨
を理念としてだけとらえるのではなく、
そのような視点での再評価がなされてい
いのではなかろうか。それが次の新たな
ステージで、どう男女共同参画社会を形
成するかを考えるにあたっての出発点に
なるはずである。

リレーコラム／男女共同参画のこれまでとこれから ① Kashima Takashi 
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日立ソフトウエアエンジニアリング株式会社
東京都

取組事例ファイル／その１企業編

取組の背景

第１回ワーク・ライフ・バランス大賞
「組織内活動」表彰受賞

取組事例

　同社は、品質・信頼性・納期確保が求
められ、様々な顧客先での仕事が多いと
いう特徴のある業務の中、2003～2004年
にかけて、トラブルプロジェクトの多発、
長時間残業者の増加、経営業績の不振、
退職者の増加といった問題を抱えていま
した。このような状況を打破すべく抜本
的な改革が必要との考えのもと、全社改
革運動の5つの活動（図表1）の1つであ
る「活気ある職場づくり」を推進するに
はワーク・ライフ・バランスの実現に向
けての取組は必須事項とされました。
　そして、ワーク・ライフ・バランスを
実現するために、社内でワーキンググ
ループを立ち上げ、制度、労働時間、健
康管理、コミュニケーション、地域貢献
に関する5本の柱を掲げました（図表2）。

　主な事例を紹介しますと、まず、労働
時間については、トラブルプロジェクト
と長時間残業の相関が高いことから、残
業削減に取り組み、「21時ルール」（図表
3）を導入し、全社内に広めました。ま
た、部下が長時間労働とならないように
管理できたかを管理職の評価要素としま
した。

　これらの取組の成果として、ルール導
入から3年間で、月平均残業時間と月平
均100時間以上残業者数を削減すること
ができました（図表4）。
　また、健康管理では、糖尿病・高血圧
等の予防のため、健康診断の数値を基準
に「残業禁止」、「就業禁止」等の就業
制限措置を導入するほか、メンタル対策、
産業医講話の階層別実施などを行ってい
ます。
　5本の柱の他の取組にも尽力した結果、
全体の退職者の減少や女性総合職採用数
が倍増するなどの効果も表れています。

　上記の5本の柱の取組や、ワーキン
グ・グループの立ち上げなどが評価され、
同社は、2007年11月に、財団法人社会経
済生産性本部の「第１回ワーク・ライ
フ・バランス大賞『組織内活動』表彰」
を受賞しました。

Tokyo

日立ソフトウエアエンジニアリング株式会社
東京都品川区
従業員約 5,000 人

日立ソフトの
全社改革運動

●事業構造改革の推進 ●マネジメントプロセスの進化
●モノづくり力の強化 ●営業力の強化
●活気ある職場づくり

ワーク・ライフ・バランスを
実現するための５本柱

●仕事と家庭の両立を支援する制度の充実
●適正な労働時間管理
●健康管理（身体と共に心のケアも）
●コミュニケーション活性化
●地域貢献活動（ＣＳＲの取り組み）

図表2 ２１時ルール

月平均残業時間

●２００４年度前期　　３４．９時間
●２００７年度前期　　２７．８時間
※ルール導入以降、約２割削減

●月１００時間以上残業者数
２００４年度前期に比して、ルール導入後の２００７年度
前期は約８割減

図表3

図表4

●スローガン
「残業に対する意識を変え、業務効率を向上させて長
時間残業や不要な深夜残業を無くすことにより、心身と
も健康な会社生活を送ろう」
●２１時一斉消灯
●２１時以降も残業する場合は、各本部ごとに作成した
ルールに基づき、上長に申請

取組事例ファイルでは、企業、自治体、地域の
取組の好事例を紹介していきます。

図表1



石川県概要／石川県は日本海側のほぼ中央に位置し、南北に約200㎞と細長く、三方を海に囲まれ、能登空港の開港
で発展が期待される能登地域、広範な原生林を有する白山山系や小松空港のある加賀地域、加賀百万石の歴史と伝統
文化の香りが今も漂う県都金沢から構成されています。温泉などの豊富な観光余暇資源、歴史と伝統に育まれた質の
高い文化の集積、高等教育機関の高い集積、勤勉・誠実な県民性に裏打ちされた質の高い人材など、数々の優れた資
源的特性を有しています。

石川県

石川県における
ワーク・ライフ・バランスの
取組について

  

　本県では、働く女性が多く、早くから保
育サービスの充実に取り組み、保育所の
普及率も全国第1位であるなど、「少子化対
策先進県」との評価も得てきたところで
ありますが、依然として少子化が進行し
ています。
　このため、今後の少子化対策を県民挙
げて強力に推進していくための拠り所と
して、平成19年3月に制定した「いしかわ
子ども総合条例」に基づき、総合的で幅
広い施策を推進しているところです。
　これまで子育て支援については、行政
や保育所が中心となって担ってきました
が、今日、ワーク・ライフ・バランスや企
業の社会貢献の議論が盛んになってきて
おり、特に企業による子育て支援が今後
のキーポイントになるものと考えています。
　こうした考えのもと、企業が子育て支
援に取り組む契機となるよう、全国初の
取組として、民間企業の協力を得て多子
世帯を支援する「プレミアム・パスポート
事業」をスタートさせ、多くの自治体から
注目もされたところです。　　
　さらに本県では中小企業が多いことか
ら、ワーク・ライフ・バランスの拠り所と
なる一般事業主行動計画について、いし
かわ子ども総合条例で、全国に先駆け、
従業員100人以上300人以下の企業に策定
を義務づけるとともに、これらの中小企業
に対し、説明会の開催やアドバイザーと
して社会保険労務士を派遣するなどの支
援を行い、まずは、量の確保に重点を置

いた取組を進めてきました。また、行動計
画を公表することは、企業間のワーク・ラ
イフ・バランスの取組の競い合いにつな
がると同時に、個々の企業においても、「有
言実行」の意識が醸成されることが期待
され、ワーク・ライフ・バランスの推進に
非常に有効な一手であることから、本県
では、平成17年度から、行動計画の概要
を公表する企業を「ワーク・ライフ・バラ
ンス企業」として県のホームページでPR
すると同時に、特に積極的な取組や成果
がある企業を知事表彰し、さらには、いし
かわ子ども総合条例で、全国で初めて、
行動計画の概要の公表についても努力義
務としているところです。
　こうした取組により、本県の行動計画
の策定率は全国一位となっているほか、
こうした取組が高く評価され、平成19年
11月に、財団法人社会経済生産性本部の
「ワーク・ライフ・バランス大賞」の優秀
賞を全国の自治体としては唯一、受賞し
たところです。
　さらに今後は、次のステップとして、行
動計画の内容の質の向上を図るため、モ
デル企業に対するコンサルティングを行
い、具体的な成功事例を広く紹介したり、
専門的なコンサルタントの養成や派遣を
実施することとしています。また、計画を
公表することの更なるメリットを企業に提
供するため、ワーク・ライフ・バランス企
業を紹介した学生向け情報誌の作成・配
布なども行うこととしています。
　今後も、企業同士がよい意味で子育て
支援を競い合い、企業にとっても経営上
のプラス効果をもたらし、社会的にも評
価されるような環境の整備に努めてまい
りたいと考えています。

Ishikawa
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取組事例ファイル／その2 自治体編



取組事例ファイル／その3 地域編

県民参加型の
施設運営の試み
　愛称のパルティは、「参加、参画、関
与」を意味するスペイン語 Participacion 
から引用されたもので、多くの県民に参
加してもらいたいという期待が込められ
ています。この愛称のとおり、県民参加
型の施設として利用者の視点に立った事
業を構築するため、施設の設計段階から、
女性団体と公募による県民との協働で準
備を行い、平成8年4月に開館しました。
　パルティの企画運営委員や調査研究ス
タッフの経験者、講座等の参加者のなか
から、男女共同参画の普及啓発、生活や
地域の課題についての情報交換・学習、
地域交流やネットワークづくり、研究発
表など、さまざまな活動を行うグループ
が生まれ、パルティの事業への参加や企
画・運営への参画もしています。たとえ
ば、パルティを拠点として活動している
グループの一部をネットワーク化した
「P.G.N.ひまわり」に、パルティの事業
「男の生活工房」を委託して協働で実施
しています。また、寸劇等による男女共
同参画の啓発活動を各地域で行うグルー
プや、研究の結果を毎年のフェスタ in 
パルティで発信するグループなどがあり
ます。パルティでは、このような活動を
支援するため、情報ライブラリーや交流
サロン、ミニコミ誌等の印刷編集室を設
けたり、団体・グループ・NPO名簿を作
成するなどの支援をしています。

　男女共同参画の講師養成講座の修了者
は、パルティの出前講座等で講師を務め
ています。県内各地に置かれたパルティ
特派員は、地域の男女共同参画に関する
情報を収集し、情報誌「パルティ」に掲
載したり、地域のなかから男女共同参画
の推進に努めています。
　パルティの事業のうち特筆すべきもの
に、「とちぎ女性政策塾」があります。こ
れは、女性の政策・方針決定過程への参
画を支援するため、地方行政に参画する
意欲のある女性を対象に、平成13年度か
ら実施されています。塾の修了者へのア
ンケート調査（平成19年5月）によると、
修了者145名のうち78名が県や市町村の
審議会等に委員として参画したというこ
とです。その他にも多くの修了者が、市
町村議会議員、地域の団体の役員として、
また、地域活動において活躍していると
いうことです。塾の修了者の多くがこの
ように地域で活躍できるのは、塾自体の
内容が充実しているだけでなく、修了者
に対する支援があることも大きいでしょ
う。県は、修了者について市町村に通知
するなど、市町村が修了者を審議会等の
委員として登用しやすい条件をつくって
います。また、塾の修了者が結成したグ
ループ「ラ・ポリティクスとちぎ」は、
審議会等に参画している会員による情報
提供や学習機会の提供など、塾の修了者
を支援する取組をしています。

パルティ　とちぎ男女共同参画センター
栃木県

Tochigi
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パルティ　とちぎ男女共同参画センター
栃木県宇都宮市野沢町 4番地 1
ホームページ　http://www.parti.jp/

パルティから生まれた
グループの活動
（左から）フェスタで展
示とフリートークによ
る女性の政治参画の呼
びかけ（ラ・ポリティ
クスとちぎ）、 「P.G.N. ひ
まわり」による「男の
生活工房」、寸劇で啓発
（あしたばの会）

http://www.parti.jp/


　4月14日、20年度初めての
男女共同参画推進連携会議
（議長：北城恪太郎　日本ア
イ・ビー・エム株式会社最高

顧問）が開催されました。会議の冒頭、上川男女共同参画
担当大臣より、「北城議長をはじめ、当会議にお入りいた
だいている様々な分野で活躍されている議員の方々のお力
をお借りして「2020年30％」の目標達成や「仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現に向けて力を
合わせて取り組んでまいりたい」とあいさつがありました。
会議では政策・方針決定過程への女性の参画の拡大に係る
取組として「女性の参画加速プログラム」、ワーク・ライ
フ・バランスの推進に係る取組として、憲章や行動指針、
また実現度指標や推進室の設置について説明がなされ、議
員による活発な意見交換が行われました。また、この会議
のネットワークをさらに強化し、施策を推進するために20
年度の当会議の活動計画案が議長より提案されました。男
女共同参画推進連携会議の議員名簿等については、内閣府
男女共同参画局のHPでご覧いただけます。
http://www.gender.go.jp/main_contents/category/houritu_ke
ikaku.html#renkeikaigi

男女共同参画推進連携
会議（第24回）の開催
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ポジティブ・アクションに関する２つの調査
公契約におけるポジティブ・アクションに関する事例調査
　公契約分野における積極的改善措置について、都道府県、
市区町村における実際の事例を収集し分析、制度の普及を
目的として、都道府県、市区町村（政令指定都市以外の市
区町村に対しては、都道府県を通じて）に対し、「公契約
におけるポジティブ・アクション（入札参加資格の加点制
度等）に関する事例調査」を行いました。
http://www.gender.go.jp/sekkyoku/positive.html

諸外国における政策・方針決定過程への女性の参画に関す
る調査
　我が国では、女性の政策・方針決定過程への参画は進み
つつあるものの、ジェンダー・エンパワメント指数
（GEM）は93か国中54位（2007年、国連開発計画調べ）
であるなど、十分とは言えません。そこで、クォータ制等
ポジティブ・アクションに関する制度に着目し、ドイツ・
フランス・韓国・フィリピンを調査対象国として、これら
の国における女性の参画の現状と、参画を促進するための
法制度、取組について、政治分野を中心に、既存の文献・
資料調査、現地でのヒアリング調査等を通じて、調査対象
国ごとに把握・分析しました。
http://www.gender.go.jp/sekkyoku/h19shogaikoku.html
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男女共同参画会議（第28回）の開催

　4月8日、男女共同参画推進
本部（本部長：内閣総理大臣、
副本部長：内閣官房長官及び
男女共同参画担当大臣、本部

員：他の全閣僚）（第17回）が開催されました。会議では、
上川男女共同参画担当大臣より、女性の参画加速プログラ
ム（案）について説明があり、原案のとおり決定されまし
た。その後、町村官房長官から、本プログラムで設定した
女性国家公務員の登用の数値目標（政府全体として本省課
室長相当職以上に占める女性職員を平成22年度末に5％程
度）達成に向け、全力を挙げて各大臣のイニシアティブを
発揮するよう指示がありました。また、福田総理からは、
我が国では能力のある女性の人材が活躍できていない状況
にあるが、我が国の将来にとって女性の人材という宝を輝
かすことは不可欠であり、社会全体での女性の参画の加速
に向け、各大臣が率先して本プログラムを着実に実施し、
精力的に取り組むよう指示がありました。
　女性の参画加速プログラムについては、「国政トピック
ス」（P8）を参照して下さい。
（写真提供：内閣広報室）

男女共同参画推進本部
（第17回）の開催

　3月4日、男女共同参画会議（第28回）が開催されました。
福田総理は冒頭のあいさつにおいて、女性の活躍が我が国
の将来のために重要であり、その一層の促進に取り組みた
いこと、また、仕事を持つ女性も安心して出産・育児をし
つつ、いきいきと活躍できる男女共同参画社会の実現が少
子化対策には不可欠であるという旨を述べました。
　会議では、男女共同参画基本計画（第2次）のフォロー
アップ結果及び「高齢者の自立した生活に対する支援に関
する監視・影響調査」最終報告に向けた論点のとりまとめ
について報告があり、意見交換を行いました。
　基本計画のフォローアップについては、有識者議員より
意見を受けた後、今後、基本計画を推進するにあたって、
2020年までにあらゆる分野で指導的地位の女性を少なくと
も30％程度にするとの目標達成に向けた具体的、戦略的な
取組を加速すること、体系的・実質的に各施策を評価する
ための監視・影響調査機能を強化することなど、全体とし
て留意すべき５つの事項と、計画に盛り込まれた12分野そ
れぞれで取組が求められる点等が盛り込まれた意見決定を
行いました。また、意見決定を受けて、総理より、女性の
参画を加速するためのプログラムを４月上旬までに策定す
る旨の発言がありました。
http://www.gender.go.jp/danjo-kaigi/gijisidai/ka28-s.html

http://www.gender.go.jp/main_contents/category/houritu_keikaku.html#renkeikaigi
http://www.gender.go.jp/danjo-kaigi/gijisidai/ka28-s.html
http://www.gender.go.jp/sekkyoku/positive.html
http://www.gender.go.jp/sekkyoku/h19shogaikoku.html
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育児短時間勤務制度の導入に伴う
「育児を行う職員の仕事と育児の
両立支援制度の活用に関する指針」の
一部改正
　人事院は、平成17年に「育児を行う職員の仕事と育児の
両立支援制度の活用に関する指針」を発出し、両立支援に
おける各府省の人事担当部局と管理者の基本的な役割を示
すとともに、両立支援のための各種制度の周知及び必要な
環境の整備を行うことを求めてきています。
　平成19年に、一般職の国家公務員を対象とする育児短時
間制度が導入されたことから、先般この指針を改正しまし
た。改正された指針では、育児短時間勤務の活用例を示し
て、新しい制度の内容や活用方法を職員に対して周知し、
利用しやすい環境整備を講ずることを各府省の人事担当部
局に求めています。
　人事院では、各府省においてこの指針が活用され、職員
の職業生活と家庭生活の両立を支援する環境の整備が一層
進むことを期待しています。
　指針の内容は、人事院HPをご覧ください。 
  http://www.jinji.go.jp/
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「仕事と生活の調和」実現度指標を作成、公表

　3月25日に男女共同参画会議・仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）専門調査会において公表された本
指標は、仕事と仕事以外の暮らし全般の活動分野や健康や
休養の状況など幅広い分野を把握しています。また、官民
による社会基盤づくりができているかといった環境整備の
状況についても指標化しています。
　本指標の結果、個人の実現度においては、①「仕事・働き
方」の分野では、柔軟な働き方や職場での多様性がゆるやか
ながらプラスの方向に変化／②「家庭生活」の分野では男性
の家事・育児等へのかかわりが増加していることから全体で
プラスの方向に変化／③「地域・社会活動」の分野では最近
の交際・付き合いなどが希薄になっていることからマイナス
の方向に変化／④「学習・趣味・娯楽等」の分野では学習・
研究を行う人が減少していることを主因にマイナスの方向に
変化／⑤「健康・休養」の分野では概ね横ばいで推移してお
り、また、環境整備においては、保育サービス等の充実など
によりプラスの方向に変化しています。
　今回算出した結果を踏まえ、仕事と生活の調和実現の阻
害要因や取り組むべき施策の把握に努めていきたいと考え
ています。
http://www.gender.go.jp/danjo-kaigi/wlb/index-wlb20325.html
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平成20年度男女共同参画週間の標語について

　内閣府は、仕事と生活の調
和の推進の取組を加速させる
とともに、「仕事と生活の調
和」「男女共同参画」「少子

化対策」を三位一体とした強力な取組を進めるために、上
川大臣を筆頭として経営者団体、労働者団体、産業団体、
地方自治体等関係団体のトップ等に協力を要請する『「職
場を変えよう！」キャラバン』を展開しています。
　キャラバンにおいては、今年は「仕事と生活の調和元
年」ということを掲げ、
①仕事と生活の調和を図ろう
②女性が活躍できる社会を目指そう
③子育てに優しい社会をつくろう
と3つのアピールを示し、仕事と生活の調和の推進にあって
は、企業におけるCWO（Chief Work Life Balance Officer：
職場において働き方の改革をトップダウンで進めるための
責任者）の設置や、団体においてもCWO部会等の設置に
よるCWO同士の横の連携・情報交換等の確保や情報の場
作り、「女性の参画加速プログラム」に基づく女性が働き
続けやすい勤務環境の整備、「次世代育成支援対策推進
法」に基づく行動計画に関する認定マーク（くるみん）取
得への積極的な取組など、子育てしながら働きやすい環境
の整備などの働きかけを行います。
　キャラバンのスタートとして、3月25日に上川大臣が電
機・電子・情報通信産業経営者連盟を訪問し、4月にも農
業関係、医療関係、地方自治等関係の団体を訪れ、「職場
を変えよう！」キャラバンのリーダーとして大臣自らが、
関係団体のトップに対しメッセージ入りの名刺を渡し、要
請を行いました。
　今後も、各団体に対し、積極的にキャラバンを展開して
行く予定です。
（写真：要望書を手渡す上川大臣）

「職場を変えよう！
キャラバン」の展開

　男女共同参画推進本部では、毎年6月23日から29日まで
男女共同参画週間を実施しています。内閣府では、この週
間の趣旨を伝える標語を募集し、20年度は応募総数3,021点
の中から、審査の結果、 以下の３作品を選びました。
（１）最優秀作品（標語）
　　「わかちあう　仕事も家庭も喜びも」（加藤英樹氏）
（２）優秀作品（２点）
　　「共同参画　まずわが家から　わが社から」（森山勉氏）
　　「地域から　この手でひらく　参画社会」（野嵜則彦氏）

http://www.jinji.go.jp/
http://www.gender.go.jp/danjo-kaigi/wlb/index-wlb20325.html
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新待機児童ゼロ作戦

１　保育所を取り巻く現状
　2007年4月1日現在、全国には保育所が22,848か所あり、
その利用児童数は約202万人となっています。一方、保育
所の入所要件に該当するが、保育所に入所できていない
「待機児童」が都市部を中心に多く存在している状況です。
２　待機児童解消に向けた取組とその課題
　2002年度より「待機児童ゼロ作戦」を開始し、2004年12
月に策定された「子ども・子育て応援プラン」に基づき、
「待機児童ゼロ作戦」のさらなる展開として、受入児童数
の増大を図ってきました。こうした取組の結果、待機児童
数は、2003年をピークに4年連続で減少し、2007年4月1日
現在で約1万8千人となっています。しかし、保育所の定員
増に併せて潜在的な保育需要が喚起されており、保育所の
定員が2003年度からの4年間で約11.4万人増加したのに対し
て、待機児童数の減は約8千人程度にとどまる結果となっ
ています。
　このようなことから、就労希望の増加に対応した潜在需
要を加味した中長期的な視点に立った政策の展開が必要と
なってきていました。
３　新待機児童ゼロ作戦へ
　新待機児童ゼロ作戦は、こうした背景から、潜在的な保
育需要も踏まえたものとするため、「希望するすべての人
が安心して子どもを預けて働くことができるためのサービ
スの受け皿を確保し、待機児童をゼロにする」という目標
を掲げ、平成20年4月から、保育所等の待機児童解消を始
めとする保育施策を質・量ともに充実・強化し、推進して
いくこととしています。
　具体的には、10年後の姿として、保育サービス（3歳未
満児）の提供割合を20％から38％に、放課後児童クラブ
（小学校1年から3年）の提供割合を19％から60％に引き上
げる目標を掲げるとともに、（1）保育サービスを量的に拡
充するとともに、家庭的保育など保護者や地域の事情に応
じた保育の提供手段の多様化を図ること／（2）小学校就学
前だけでなく、就学後も引き続き放課後等の生活の場を確
保すること／（3）女性の就業率の高まりに応じて必要とな
るサービスの中長期的な需要を勘案し、その絶対量を計画
的に拡大すること／（4）子どもの健やかな育成と預ける保
護者の安心の確保の観点から、質の確保されたサービスの
提供を保障することという方針の下、関連する施策を展開
することとしています。
　特に第2次ベビーブーム世代が子育て期を迎える今、実
施することが必要であるため、平成20～22年度の3年間を
集中重点期間として取組を推進することとしています。

　厚生労働省雇用均等・児童家庭局では、毎年、働く女性
に関する動きを取りまとめ、「働く女性の実情」として紹介
しています。今年は、平成20年3月に公表し、平成19年の
働く女性の実態とその特徴を明らかにするとともに、男女
雇用機会均等法が制定された昭和60年以降の働く女性の状
況の長期的な変化を追いました。
1　労働力人口、労働力率等の変化
　平成19年の女性の労働力人口は4年連続で増加し（2,763
万人）、労働力率は前年同の48.5％でした。Ｍ字型カーブ
の底にあたる30～34歳層の労働力率は前年と比べ1.2％ポイ
ント上昇し、35～39歳層（64.3％）とほぼ同水準の64.0％と
なりました。平成19年の女性の就業者（2,659万人）のうち
雇用者は2,297万人となり、雇用者総数に占める女性の割合
は41.6％（前年同）となりました。
2　雇用者の属性等の変化
　昭和60年以降の長期的な変化としては、女性の年齢階級
別労働力率は上昇を続けていますが、最近10年間は上昇幅
が縮小しました。配偶関係別に見ると、有配偶女性の35～
39歳層、40～44歳層の労働力率は、昭和60年と比べてほと
んど上昇していません。
　雇用者の属性等の変化を見ると、勤め先での呼称に基づ
いて区分した雇用形態別では、女性雇用者は｢パート｣が昭
和60年以降一貫して増加していますが、最近10年間には、
その他の雇用形態の者が増加し、結果として｢正規の職
員・従業員｣の女性雇用者総数に占める割合は５割を割り
込みました。
3　今後の展望と実質的な男女均等の確保のために
　パートタイム労働者を含む｢正規の職員・従業員｣以外の
働き方が良好な就業形態として雇用増加の受け皿の一つと
なり得るよう、公正な待遇の確保と、正規雇用への転換・
転職も含め、円滑な需要調整がなされることが望まれます。
　また、今後期待される労働力の源としては、有配偶女性
が注目されるところであり、とりわけ有配偶女性が継続就
業を実現するには、仕事と生活の調和を図ることができる
働き方が企業全体に実現・定着していることが必要です。
　このためには、企業内の男女の働き方の違いを検証し、
男性も含めて働き方・人材活用の仕方を総体として見直し
ていく取組が必要であり、この取組はまさに男女労働者間
に事実上生じている格差を解消するための企業の自主的か
つ積極的な取組（ポジティブ・アクション）といえます。
　ポジティブ・アクションの実施に当たっては、女性のた
めの施策・制度を講じるというアプローチのみならず、企
業風土の主軸をなす男性の働き方の実態そのものを、例え
ば仕事と生活の調和の観点から見直し、企業の雇用管理制
度、運用、さらには風土を変えていく取組が求められ、こ
れが男女の実質的な均等の確保につながることとなります。
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/03/h0328-1.html

平成１９年版働く女性の実情

共同参画情報部／ 2

News

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/03/h0328-1.html
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第52回国連婦人の地位委員会（ＣＳＷ）の開催
　第52回CSWが2月25日～3月7日に国連本部で開催されま
した。我が国も含む各国代表や国連機関、NGO代表等に
よるステートメントの発表、「ジェンダー平等及び女性の
エンパワーメントのための資金調達」をテーマとしたハイ
レベル円卓会合、対話型専門家パネルや、過去の合意結論
「紛争予防・管理・紛争解決及び紛争後の平和構築への女
性の平等参画」の実施評価、合意結論、決議等についての
討議等が行われました。
http://www.gender.go.jp/fujin_chii/chii52-g.html
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日米韓　国際シンポジウム
セカンドチャンス社会へ　女性の再就職支援
　本シンポジウムは、在日米国大使館と日本女子大学の共
催、男女共同参画局等の後援で、アメリカにおける女性の
再就職支援策の実績を学ぶとともに、日本や韓国での女性
の再就職の状況を明らかにし、女性の再就職を支援するた
めに何ができるのかについて、具体的な提言を行うことを
目的として、3月21日に東京都港区の「女性と仕事の未来館」
で開催、約250人が参加しました。
　後藤祥子日本女子大学学長の開会あいさつ、米国の再就職
コンサルタントのキャロル・フィッシュマン・コーエン氏の
基調講演「再就職へ：長期離職後の仕事復帰」に続き、上川
大臣があいさつを行いました。あいさつの中で、大臣は、再
就業を希望しながら果たせない女性が多い状況等の課題を取
り上げ、育児や介護等と両立して継続して働き続けやすい環
境整備を図るとともに、併せて、子育て等のためいったん仕
事を中断した女性が再就職や起業ができるよう、再就業支援
についても積極的に推進しているところであると述べました。
　シンポジウムは、「アメリカでの経験と教訓」、「日本と韓国
における課題」の２つのセッションとパネルディスカッションが
行われ、日米韓から多くの参加者が集まり盛況となりました。
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日光市男女共同参画宣言都市 記念事業を開催
　栃木県日光市は、3月15日に内閣府との共催で、「日光
市宣言都市記念事業」を行いました。日光少年少女合唱団
による合唱により幕を開け、男女共同参画宣言文の発表、
内閣府からの報告の後、日光市として最初の基本計画「男
女共同参画プラン日光」を発表しました。
　記念講演では、「一人ひとりが輝こう･･･私の個性もあ
なたの個性も」と題して、幅広く活躍されている住田裕子
弁護士に自らの体験を交えた男女共同参画の必要性につい
て語っていただきました。

　「農山漁村女性の日」は、昭和63年に農山漁村における
女性の役割を正しく認識し、適正な評価への気運を高め、
女性の能力発揮を促進することを目的として設定されて以
来、学習や交流の機会として、農山漁村における女性の経
営参画・社会参画の推進に大きな役割を果たしています。
　平成19年度の記念の集いは、平成20年3月7日に九段会館
（東京都千代田区）において開催され、全国各地から約
1,000人の来場がありました。
　「農山漁村女性チャレンジ活動表彰」として、地域にお
ける男女共同参画への積極的な取組や模範となりうる優良
事例を表彰すると共に、農林水産大臣賞受賞者による活動
発表が行われ、また「元気が出る講演会～パートナーシッ
プできずく　豊かで活力ある農山漁村～」として、農山漁
村で男女がお互いの価値を認めることによって生まれる付
加価値をどのように発信するかを参加者が考える講演が行
われました。
【平成19年度　農林水産大臣賞　受賞団体・個人】
陽気な母さんの店友の会（秋田県大舘市）／手づくり梨工
房（鳥取県鳥取市）／上野絹子（鹿児島県南九州市）
http://www.weli.or.jp/event/josei.html

第21回  「農山漁村女性の日記念の集い」開催
～男女（とも）にきずく  元気な農山漁村（ふるさと）～

国立女性教育会館12

N
ew

s
　国立女性教育会館（埼玉県嵐山町）では2月14日～23日に
かけて、アジア地域の7か国から、男女共同参画の推進に携
わる12名の女性リーダーを招き、「人身取引の問題とその解
決に向けた方策について考える」をテーマとしたセミナーを
実施しました。
　研修では、各国における実践事例の発表と討議、関係機関
への視察や講義が行われ、日本における人身取引対策の実態
や女性関連施設に関する施策を学ぶ機会となりました。
　また、訪問した内閣府男女共同参画局においては、日本の
男女共同参画施策の現状と課題についての講義を聞き、活発
な意見交換が行われました。
　最終日の「成果発表と交流フォーラム」では、各国の人身
取引問題の実態や若い世代への啓発を含む取り組みなどの最
新情報の報告と、今後に向けた人身取引における送り出し国
と受入国の双方に対する提言がなされました。
　今回の研修を通じて、リーダーのエンパワーメントの促進
とともに、日本の機関や団体や研修参加者間のネットワーク
形成がはかられました。
　会館では、今後も男女共同参画に関わるアジアの課題を解
決していくための人材育成に貢献していきます。

「アジア太平洋地域の女性リーダー
エンパワーメントセミナー」の実施

Kyodo-Sankaku Information board / Part 2

http://www.gender.go.jp/fujin_chii/chii52-g.html
http://www.weli.or.jp/event/josei.html
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6月は第23回男女雇用機会均等月間です

　厚生労働省では、毎年6月を男女雇用機会均等月間と定め、
職場における男女均等について労使を始め社会一般の認識
と理解を深めているところです。
　第23回にあたる本年においては、ポジティブ・アクショ
ン（男女労働者間に事実上生じている格差の解消に向けた
企業の自主的な取り組み）の趣旨及び内容の正しい理解の
促進を目標として

～女性のプラスは企業のプラス～
DO！ポジティブ・アクション！！

をテーマに周知・広報活動を実施します。
　実質的な男女均等取扱いを実現するためには、性別によ
らない雇用管理を行うことはもとより、ポジティブ・アク
ションの一層の推進を図り、働き続けることを希望する者
が就業意識を失うことなくその能力を伸長・発揮できる環
境整備を進めることが重要です。
　男女雇用機会均等法の概要は、以下のHPでご覧いただけ
ます。
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/danjokintou/in
dex.html

問合せ先：厚生労働省雇用均等政策課　03-5253-1111（7844）

3

Event

啓発ＤＶＤ「ワーク・ライフ・バランスを知って
いますか？～働くオトコたちの声～」の作成
　内閣府では、ワーク・ライフ・バランスに関する啓発
DVDを制作しました。今年度は、特に男性の視点から仕事
と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）を可能とする働
き方の見直しを推進することを目的とし、ワーク・ライ
フ・バランスに関する企業等の取組を紹介しています。
　本DVDは、都道府県、市区町村、男女共同参画センター
などに配布しておりますので、是非、ご活用下さい。

4
Event

「妊娠・出産をサポートする　女性にやさしい職場
づくりナビ」（母性健康管理専用サイト）開設
　女性の職場進出が進み、妊娠中または出産後も働き続け
る女性が増加する中、働く女性が安心して子どもを産むこ
とができる職場環境を整備することは重要な課題です。
　厚生労働省では、職場における母性健康管理に関する取
組を推進するため、企業や働く女性に対して母性健康管理
に関する情報を提供する専用サイトを2月25日に開設しまし
たので、是非、ご活用ください。
http://www.bosei-navi.go.jp/

5

Event

「パパとママの行動計画
（2008年版）」の作成・配付
　人事院は、出産・育児を控える各府省の
女性職員・男性職員が、仕事と育児の両立
支援制度を十分理解したうえで、希望する
両立支援制度が利用できるように、その内
容を分かりやすく説明したリーフレット

「パパとママの行動計画（2008年版）」を作成し、各府省
の職員に配付しました。
　このリーフレットは、人事院のHPでご覧いただけます。
http://www.jinji.go.jp/

1

Event

国立女性教育会館
「女性と男性に関する統計データベース」
「女性学・ジェンダー論関連科目データベース」
「女性情報レファレンス事例集」
リニューアルのお知らせ
　国立女性教育会館では、女性の現状と課題を伝え、女性
の地位向上と男女共同参画社会の形成を目指した情報の総
合窓口として「女性情報ポータル“Winet”（ウィネッ
ト）」をインターネット上に公開しています。
　このたび、以下3つのデータベースについてデザインの
見直し等を行い、使いやすくリニューアルしました。ぜひ
ご活用ください。
・「女性と男性に関する統計データベース」は日本の女性
と男性の生活の全分野にわたる重要な統計を提供する
データベースです。

・「女性学・ジェンダー論関連科目データベース」は大
学・短大等における女性学・ジェンダー論関連科目につ
いて、毎年の調査結果をデータベース化したものです。

・「女性情報レファレンス事例集」は男女共同参画に関わ
る様々な質問に対して、どのように情報を提供するか、
参考となる事例をQ&Aの形でまとめたものです。
http://winet.nwec.jp/

2
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リレートーク

　新月刊総合情報誌「共同
参画」の発行に向けて、半
年余りの構想、準備を行う
とともに、局内外の多くの
方々の多大なる御協力を得
まして、ようやく創刊号の
刊行にこぎつけることがで
きました。ここに改めて関
係者の方々に御礼を申し上
げる次第です。
　編集チームは、数多くの
情報誌や、各省庁や地方公
共団体の広報誌を参考にし
ながら、試行錯誤、紆余曲折、
喧々諤々のミーティングを
幾度となく繰り返し、読者
の皆様方に満足していただ
けるように、頑張ってきた
つもりですが、まだまだ至
らない点ばかりかと思いま
すので、読者の皆様方のご
意見、ご感想、ご要望をぜ
ひぜひお寄せください。

（編集デスクM・T）

Relay talk

編集後記

Editor's Note

月刊総合情報誌
「共同参画」4・5月号

www.gender.go.jp

第1号●2008年5月10日発行
編集・発行●内閣府
東京都千代田区永田町1-6-1
内閣府男女共同参画局総務課
電話●03-5253-2111（代）
印刷●社団法人 時事画報社

嶋田桂子Shimada Keiko

男女共同参画地域づくり・おおむたネット事務局

Kyodo- Sankaku

Relay Talk 1

　昔ながらの商店街、夫婦・家族で力を
合わせて店を、街を守っている…そんな
街のお祭りに、私が所属している男女共
同参画・おおむたネットは、いつも竹灯
籠を並べます。一つ一つはいびつで小さ
な灯りでも、並んで点る灯りは明るくき
らめき、見ている私たちを温かい気持ち
にしてくれます。大牟田で暮らす人々の
お互いの個性を認め合い、共に助け合う

という、男女共同参画の街づくりの願いを込めて－大牟田
市は、市長公約で、審議会等委員への女性参画推進目標値
を「平成22年度までに35％以上とする」と定めています。
私も男女共同参画で、住みやすく暮らしやすい大牟田市の
街づくりに参加していきたいと思います。
　次は、ウイルながおかフォーラム実行委員の永井朝雄さ
んにお願いします。

Yoshida Keiko

岩手県男女共同参画センター

Relay Talk 2

　現在の職に就く前に青年海外協力隊とし
て2年間、南米のボリビアの小さな村の村
役場で主に女性の生活向上に関わる活動を
しました。派遣国が決まり、真っ先に地図
帳を開いて確認したことを今でも覚えてい
ます。現地での生活・文化・風土は、地球
の裏側だけあって、驚くことがたくさんあ
りました。子ども達の食事よりもまず自分

達大人の食事を確保すること。そして、とにかくお祭り騒ぎ
が大好きなこと、等々。『ケイコがこの村に来てくれた事、
それがケイコの成果（足跡）じゃないか！』2年間の活動を終
えて帰国する時、彼らのために何も出来なかったと悲しむ私
に、そう村人達が涙を浮かべて言葉をかけてくれました。
Think globally, act locallyの精神で、私たちの世界がより良いも
のになるために、これからも活動していきたいと思います。
　次は、福島県男女共同参画センターの長沢涼子さんにバト
ンを渡します。

吉田敬子

お子さんと

リレートークでは、地域や現場で頑張って活動されている方々に
リレー形式でご登場いただきます。

http://www.gender.go.jp


男女共同参画推進本部は毎年 6月23日から29日までの 1週間
「男女共同参画週間」を実施しています。

男性と女性が、職場で、学校で、地域で、家庭で、
それぞれの個性と能力を発揮できる「男女共同参画社会」

その実現のためには政府や地方公共団体だけでなく、国民のみなさんひとりひとりの取組が必要です。
私たちのまわりの男女のパートナーシップについてこの機会に考えてみませんか？

男女共同参画週間
6月23日○～29日○月 日

平成20年

平成20年度男女共同参画週間の標語の決定

平成20年度男女共同参画社会づくりに向けての全国会議
～個が光る社会を築く多様性～

　内閣府では、この週間の趣旨を伝える標語を募集し、応募総数 3,021 点の中から、
審査の結果、 以下の 3作品を選びました。〔募集期間：1月16日～ 2月29日〕

① 最優秀作品（標語）

② 優秀作品（2点）
「わかちあう　仕事も家庭も喜びも」

「共同参画　まずわが家から　わが社から」
「地域から　この手でひらく　参画社会」

加藤　英樹氏（埼玉県）

森山　勉氏（新潟県）

野嵜　則彦氏（愛知県）

日時：平成 20 年 6月26日（木）13:00 ～ 16:30　　場所：日比谷公会堂
主催：内閣府（協力：男女共同参画推進連携会議）
内容（予定）： ●男女共同参画社会づくり功労者表彰及び女性のチャレンジ賞受賞者紹介
 ●男女共同参画週間標語受賞者表彰
 ●講演及び対談 日産自動車株式会社　取締役社長　カルロス・ゴーン氏
  （聞き手）東日本旅客鉄道株式会社　顧問　　江上　節子氏
 ●パネルディスカッション
問合せ先　内閣府男女共同参画局総務課  全国会議担当
　　　　　TEL： 03－5253－2111（内線 83751）　詳しくは内閣府ホームページ(http://www.gender.go.jp/)をご覧ください。　

“Kyodo - Sankaku” 4.5合併号
内閣府

男女共同参画局

http://www.gender.go.jp/
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